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的 ･社会貢献的企業活動 としての ｢企業フィランソロピー (Corporate
Philanthropy)｣(7)という概念に求めてその内容をさらに厳格化する｡例えば,












































































































































































































民活動の形態を ｢構想 (Konzept)｣,｢用具 (Instrument)｣そして ｢方策
(Mafinahmen)｣に分額している｡




















































方 策 福祉に従事する企業事例数 参加率(%) 0% 50% 100%
書 付 215. 94.3 I
贈 与 l190 83.3 .
内 訳 : 物的経営手段 129 56.6 I
企業の製品 127 55.7 匹
無料サービス 174 76.3 , l
内 訳 : 特別実習生の提供 123 53.9 E三正皿l :…≡喜;:…汀iIl】
企業の仕事 74 32.5
無料の教育 8 123 日
他の無料サービス 6 2.6 日 1l
内 訳 : 協働着 く管理者は除く) 102 44.7 I l
管理者 66 28.9 ∫
管理者の個人的従事 122 53.5 監鮒
利用許可 104 45.6 囲





























































寄 付 贈 与 無料サー 協働者職 個人的従 利用許可 財団設立ビス 務免除 事
公共関連的目標▼会社のイメージ改善 / o + o O o
･社会的責任の明文化 / 〇 十 〇 〇
･企業者像の改善 O + o o + o
人事管理的目標･労働動機の促進協 者団結/経営的社会化 / + o o o o
十 〇 〇 o 十 〇
･採用機会の改善 / + o 0 0 0
顧客/販売関連的目標･顧客関連の改善 〇 十 十 o 十 十 〇
･販売増加/顧客獲得 / o O 0
･競争者の制限 / o o o + o
管理者の自己利益 0 0 0 0 0 0
+(十十)方式は比較的多 く (特に多 く)その時の目標の遂行のために投入される｡成果は5%
(1%水準)以上で有意である｡





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































① 碍 管 諾 雷1)I


























































































(5)バーナー ドによれば,経営者の役割は ｢管理すること｣ではなく ｢それの維持に貢
献すること｣である｡
Cf.,C.I.Barnard,TheFunctionsoftheExecutive,HarvardUniversityPress1938,





(7) ｢利己的経営者｣については,藻利重隆 (著),『現代の企業と経営者』,第五章 経
営者の社会的責任とその企業的責任および自己責任,153頁以下,を参照されたい｡
290 経 営 と 経 済
8.結
企業管理は企業の長期的発展を目指す合理化活動である｡企業の合理化活
動は企業管理自体の発展を促進し,我々はそこに,｢生産管理｣,｢労務管理｣,
｢市民化管理｣とそれらを横断する ｢環境管理｣,そしてそれらの管理の統合
を目指す ｢総合管理｣という企業管理の体系を確認することができる｡また,
社会と企業の発展はさらに新たな企業管理の成立を促進することであろう｡
企業の発展は社会の発展をもたらし,それが新しい企業管理の成立を促進
すると共に経営学の新たな研究領域を拡げる｡経営学の発展にいくらかの貢
献をしようとする我々の微力な努力が,人間社会とそれを構成する人々に対
してより豊かな生活をもたらすことに結びつくならば,経営学の-学徒とし
てこれ以上の喜びはないであろう(1)0
注)
(1)本論文の課題は,ドイツにおける中小企業の企業市民活動の実態調査を基に企業市
民としての企業の市民活動を検討したマースらの見解を介して,｢生産管理｣と ｢労務
管理｣から区別されうる,企業の ｢市民化管理｣について考察することであった｡特
に我々の関心は,現代企業を代表する大規模化した企業における企業管理の三重構造
化を論証することであった｡このような問題意識からすれば,マースらの研究成果の
検討は我々の問題意識 との整合性に欠けると思われるであろう｡しかし,そのような
批判は以下の理由により当てはまらないと判断出来よう｡
① ドイツにおける企業市民活動は全ての大企業が実施していること｡
②中小企業の特徴を示すためには大企業との比較が不可欠であるので,大企業にも
同一の調査が行われていること｡
③その調査結果によれば,中小企業よりも大企業の方が市民活動を活発に行ってい
ることを示していること｡
(む調査結果によれば,ドイツの企業行動の伝統は大企業にもあてはまると推測され
うること｡
⑤大企業では ｢企業の固定化｣が中小企業よりも進展していると推測されうること｡
以上の理由により,我々は,ドイツの大企業にもその環境変化と内面的要請により,
企業管理の三重構造化が進展していると考えるものである｡
以上
